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研究成果の概要（和文）：本研究は、「番組編集準則の合憲性」、「放送監督機関のあり方」、「ＮＨＫの国家
からの自由」、「ローカル放送の現状と課題」、「インターネット上の表現の自由とその限界」等について検討
した。
このうちとくに検討したのが「番組編集準則の合憲性」についてである。この問題は、2015年以降、憲法学の議
論を越えて政治問題にまで発展した。本研究の成果として、研究代表者は、「政治的公平」「報道は事実をまげ
ない」等の番組の内容規制は、総務大臣が放送免許の権限を持つ日本では、法的拘束力のない倫理規定と解すべ
きで、政府がそのような解釈を採らない場合は違憲であり、番組編集準則は放送法から削除されるべきだとの結
論を得た。

研究成果の概要（英文）：Under international standards, broadcast regulation should be conducted by 
an in dependent third-party actor, but the Broadcast Act, which regulates broadcasters, lodges 
authority over them in the Ministry of Internal Affairs and Communications. Article 4 of the 
Broadcast Act lays down basic professional norms, providing that broadcasters “not harm public 
safety or good morals”, “be politically fair”, “not distort the facts”, and “clarify the 
points at issue from as many angles as possible”. These are fair expectations that should be 
considered central to ethical journalism worldwide. But a non-independent Government agency should 
not be in the position of determining what is fair. Article 4 should be abolished for the freedom of
 expression.

研究分野：憲法

キーワード： 表現の自由　放送法　番組編集準則　ＮＨＫ　インターネット

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本の放送法は、2010 年に大きく改正さ
れた。それまでは伝送路に応じて放送につい
て複数の法律が存在していたが、「放送法」
に一本化された。それにともない、「放送」
の定義が変わり、それまで「無線」によると
されていた放送が、「電気通信」によるもの
に変更された。 
ところが、総務省が大改正と位置付けてい
るにもかかわらず、2010 年の改正では放送
法制の根幹をなす番組編集準則、民間放送の
県域免許、ＮＨＫの組織や活動範囲について
は手つかずであったため、技術の革新に伴っ
てさらなる制度の見直しが必要だと考えら
れていた。 
これに対し、インターネットの技術は日進
月歩であり、インターネット上を流通する情
報が生起する名誉毀損やプライバシー侵害
や、虚偽の情報や子どもの健全発達にとって
有害な情報の流通などについて、様々な法的
取り組みがなされてきたが、なお検討すべき
課題が山積している状況にあった。 
 
２．研究の目的 
 これまでの通信放送法制についての研究
を発展させ、次世代放送に向けた通信放送法
制のあり方を憲法学的な観点から検討する
ことが本研究の目的であった。次世代放送と
は、現在のハイビジョンよりも高精細な４Ｋ
／８Ｋ放送やスマートテレビを通じて提供
されるサービスのことである。技術的与件に
依存している通信放送法制は、次世代放送の
登場によって新しい課題に直面する可能性
がある。また、2010 年改正で拡大された放
送概念によれば、インターネットを経由して
提供される動画さえ放送に該当する可能性
がある。 
 本研究は、現行の通信放送法制を表現の自
由の観点から分析し、従来の仕組みが直面し
ている課題について、問題の所在を明らかに
するとともに、その解決策を検討し、提案す
ることを目指した。 
 
３．研究の方法 
 きわめて複雑で変化の激しい通信放送事
業の実態を把握したうえで、法制度の課題を
検討するため、書籍や雑誌を通じてだけでな
く、通信放送事業に携わっている人たちをイ
ンタヴューしてその動向を把握する。また、
欧米諸国における通信放送法制をめぐる議
論を参照し、比較法的検討も行う。 
 
４．研究成果 
 本研究は、「番組編集準則（放送法 4 条 1
項）の合憲性」、「放送監督機関のあり方」、「Ｎ
ＨＫの国家からの自由」、「ローカル放送の現
状と課題」、「インターネット上の表現の自由
とその限界」などについて検討した。 
 ここでは、そのなかでも 3年間の研究期間
において中心的な検討課題となった番組編

集準則の合憲性についての研究成果の概要
を示すことにする。 
日本の放送法制は、番組制作（ソフト）に
ついて規律する「放送法」と、放送のための
電波利用の免許（ハード）について規律する
「電波法」によって構成されている。総務大
臣の下、総務省が情報通信政策の一環として
これらの法律を所管している。欧米の先進国
では、放送分野の規制機関は、通常、放送事
業者の国家からの自由に配慮して、政府から
独立した、合議制の組織とされている。日本
でも放送法と電波法が制定された 1950 年、
同時に電波監理委員会が設置された。しかし、
この委員会は２年後に廃止され、郵政大臣が
その権限を引き継いだ。2001 年、郵政省は総
務省に再編された。規制機関のあり方につい
ては、日本でも総務大臣に代えて、独立行政
委員会を設立すべきではないかという議論
があるが、制度改革をしても、日本の場合、
それを支える社会的基盤が十分ではない（例
えば、二大政党制が確立されていない）とい
う問題があるため、総務大臣による監督の下
でどのようにして放送事業者の表現の自由
を確保していくかを考えるべきである。 
 放送法は、｢放送番組は、法律に定める権
限に基づく場合でなければ、何人からも干渉
され、又は規律されることがない｣（3条）と
規定して放送番組編集の自由を保障してい
る。ただし、放送事業者は、番組編集準則に
より、「公安及び善良な風俗を害しない」（1
号）、「政治的に公平である」（2号）、「報道は
事実をまげない」（3号）、「意見が対立してい
る問題については、できるだけ多くの角度か
ら論点を明らかにする」（4号）という内容規
制を番組に課されている（4条 1項）。このよ
うな内容規制は、表現の自由の保障に照らし
て新聞や雑誌にはおよそ許されないもので
ある。 
 なお、放送法は番組編集準則違反について
法的制裁を直接には科していない。しかし、
総務大臣は、電波法 76 条により、電波法違
反の場合だけでなく、放送法違反についても、
ハード・ソフト一致の事業形態を採用してい
る放送事業者に、電波停止（正式には、「放
送局の運用停止」）等を命ずることができる。
電波停止は、総務大臣が 3ヶ月以内の期間を
定めるものとされている。  
 表現の自由の観点からみた番組編集準則
の合憲性について、憲法学では従来から激し
い議論が展開されてきたが、2015 年以降、社
会でもこれが大きな注目を集める事件が相
次いだ。なかでも政治問題化したのが、2016
年 2月 8日の衆議院予算委員会における高市
早苗総務大臣（当時）のいわゆる停波発言で
あり、それを確認した「政府見解」である。 
総務省は、放送事業者が番組編集準則に違
反し、次の 3つの要件を満たす例外的な場合
には、電波法 76 条を適用し、総務大臣は電
波停止を命じることができると考えている。
それは、①番組が番組編集準則に違反したこ



とが明らかで、②その番組の放送が公益を害
し、電波法の目的に反するので将来に向けて
阻止する必要があり、③同じ事業者が同様の
事態を繰り返し、再発防止の措置が十分では
なく、事業者の自主規制に期待することはで
きないと認められることである。また、行政
処分の前段階として、事前措置にあたる行政
指導を行うことも許されると考えている 。
ただし、電波法 76 条を放送事業者に適用す
ることは、慎重に行う必要があり、事前措置
としての行政指導についても、「度重なる警
告にもかかわらず、真実でない事項を繰り返
し放送し自主規制が期待できない」という程
度のものである必要があると考えられてい
る 。 
なお、総務大臣に与えられた放送事業者に
対する資料請求権限（放送法 175 条）の対象
は、施行令によって限定されており、個々の
放送番組は資料請求権限の対象になってい
ない。放送法は放送番組に対する干渉を「法
律に定める権限に基づく場合」に限定してい
る（3条）。このため、個々の放送番組の内容
の確認のため総務大臣が放送事業者に報告
を求めることは、違法な干渉にあたる可能性
がある 。 
番組編集準則は、従来、放送事業者の自律
のための訓示的・倫理的規定であると考えら
れおり、総務省の前身である旧郵政省もかつ
てはそのように説明していた。学説では現在
でも、放送事業者の自律を尊重して、「番組
編集準則に違反したことを理由に、電波法 76
条による運用停止や免許取消は行いえない
とするのが通説」である。番組編集準則違反
を理由とする行政指導も許されないと考え
られている。 
ところが、郵政省は 1993 年の椿発言事件
（テレビ朝日報道局長が総選挙の報道にあ
たって、非自民政権が生まれるよう報道せよ
と指示したと発言し、放送法違反ではないか
が問われた事件）に関連して、それまでとは
異なり、番組編集準則には法的拘束力がある
との解釈をとるようになった。この事件では、
放送法違反の事実は認められなかったが、
1994 年９月、「役職員の人事管理などを含む
経営管理面で問題があった」として、郵政大
臣がテレビ朝日に対して厳重注意という行
政指導を行った。 
その後、とくに第１次安倍晋三政権の下、
番組編集準則違反を理由とする行政指導が
繰り返された。2007 年、関西テレビの番組不
祥事の折には、行政指導として最も重い、総
務大臣名による「警告」が出された。これは、
番組不祥事が再発した場合には、電波法 76
条が適用されるという意味での警告だった。
その後、2009 年からの民主党政権下で行政指
導は行われなかったが、2015 年、ＮＨＫの番
組による「出家詐欺」報道について、不適切
な編集を理由に行政指導が行われた。 
行政指導には法的拘束力はないが、総務大
臣から免許を付与されている放送事業者に

とって事実上の強い拘束力がある。総務省は、
行政指導に際し、放送事業者に再発防止のた
めの具体的措置やその実施状況についての
報告を求めることもある。 
前述の通り、放送行政が、独任制の大臣の
権限とされているという問題もあるため、番
組編集準則を放送事業者の自律のための倫
理的規定として解釈・運用しない限り、放送
法の内容規制は憲法 21 条の表現の自由の保
障と両立できない。放送の場合、これまでは、
「多元的な情報源（報道機関）の間に自由競
争の原則を支配させるだけで、国民の知る権
利に応える情報多様性が確保される保障は
必ずしもない」という理由から、「周波数の
希少性」と「放送の社会的影響力」を根拠に、
また番組編集準則が倫理的規定であること
も考慮に入れて、放送法の内容規制を合憲と
する見解が支持されてきた（倫理的規定説）。 
これに対し、近年、番組編集準則違反に対
して総務大臣が電波法に基づく行政処分を
することについて、違憲説も有力になりつつ
ある。その際には、表現の自由との関係で、
新聞と区別して放送を例外扱いする根拠の
有無を精査することが求められる。違憲説か
らは、多チャンネル化により周波数の稀少性
は解消されつつあること、「放送」の影響力
の証明がなされていないことなどが指摘さ
れ、これらの根拠が薄弱であれば、それらを
総合しても意味がないことなどを理由に、放
送を例外扱いすべきではなく、新聞と同様に
表現内容規制は許されないと主張される 。
倫理的規定説に対しては、その背後に、もし
番組編集準則が法的規定であるなら違憲に
なるという考え方があるはずで、それならは
っきり違憲といえばよいではないか、という
批判も加えられている。 
前述した合憲説も、その多くは番組編集準
則が倫理的規定であることを考慮しており、
「一種の合憲限定解釈」といえる。裏を返せ
ば、番組編集準則に法的拘束力があり、放送
された番組の番組編集準則適合性を大臣が
判断し、違反の場合は電波法 76 条の権限が
行使されるというのなら、番組編集準則は違
憲であり 、廃止しなければならないという
考え方が学説では多数を占めているとさえ
いえるだろう 。 
視聴者の知る権利に応える情報多様性を
確保するため、倫理的規定とはいえ、放送事
業者の表現の自由を規制してきた番組編集
準則は、近年では、政治や行政が放送に圧力
をかけるための道具となっている。国連人権
理事会から日本における表現の自由の状況
を調査するために派遣されたデビット・ケイ
特別報告者は、2016 年 4 月 19 日、暫定報告
書の中で、いかなる政府も何が公平であるか
を決定する立場にあるべきではないと指摘
し、番組編集準則を廃止するよう勧告した。
2017 年の同氏による正式の報告書にも同じ
内容が盛り込まれた。 
番組編集準則についての総務省の解釈や



運用が見直されないとしたら、番組編集準則
の廃止も視野に入れて法改正を検討しなけ
ればならない。 
 なお、2018 年に入って、現政権は、規制改
革推進会議において、番組編集準則や、多
数の放送局の所有を制限するマスメディア
集中排除原則、外資規制などといった放送
規制の大胆な緩和を検討課題にしようとし
た。現在、地上波による放送局は、番組を
提供するソフト部門と伝送設備を運用する
ハード部門が一体化した事業形態となって
いるが、ソフトとハードの分離の徹底も目
指そうとしているという。ＮＨＫ以外、放
送制度を廃止し、電気通信技術を用いた番
組提供事業における競争を促進させるとい
う発想である。この改革案は、番組編集準
則廃止案として報道されたが、その本質は
民間放送の廃止にある。規制改革推進会議
で検討されようとした改革案は、前述した、
現行放送法の枠組みの下、放送事業者の表
現の自由を確保するために番組編集準則を
廃止すべきだという見解とは、まったく異
なるものである。 
 なお、前述の通り、2015 年から 2016 年に
かけて、番組編集準則に社会の大きな関心が
集まった。具体的には、2015 年 4 月 17 日、
自民党情報通信戦略調査会が、テレビ朝日と
ＮＨＫの経営幹部を呼びつけ、個別番組の問
題について事情聴取をしたこと、同月、総務
大臣が NHKに対して「出家詐欺」報道にお
ける不適切な編集に対して厳重注意という
行政指導をしたこと、約半年後の 11月 6日、
放送倫理・番組向上機構（以下では、「ＢＰ
Ｏ」）の放送倫理検証委員会（以下では、「検
証委」が、前述したＮＨＫの「出家詐欺」報
道についての意見書の中で、総務大臣がＮＨ
Ｋに行政指導を行い、また、自民党がＮＨＫ
から事情聴取したことを厳しく批判したこ
となどがそのきっかけとなった。そして、
2016年2月8日の衆議院予算委員会において
高市大臣（当時）がいわゆる停波発言を行い、
それを確認する「政府見解」が公表された。 
 このような状況のなか、本研究の成果は、
以下に示す雑誌論文、学会発表、図書などに
よって学界に対して発表されたのみならず、
新聞のコメント、ラジオやテレビの番組、イ
ンターネット・ニュース番組などを通じて社
会に向けても広く発表される機会を得た。 
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